予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：災害復旧費　　　項：土木施設災害復旧費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　目：土木施設災害復旧費
	事業名　土木施設災害復旧事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　県土整備部　砂防課　災害対策係　電話番号：058-272-1111（内3747）

　　E-mail：c11653@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     2,373,508千円（前年度予算額：  2,826,465千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,826,465
	1,841,160
	0000
	0
	0
	0
	0
	883,000
	102,305

	要求額
	2,373,508
	1,539,038
	00
	0
	0
	0
	0
	734,000
	100,470

	決定額
	2,373,508
	1,539,038
	00
	0
	0
	0
	0
	734,000
	100,470


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　岐阜県では毎年、梅雨前線による豪雨や台風などの自然災害により、道路や堤防などの公共土木施設に被害が発生している。これらの公共土木施設は県民の生活を支える重要な社会基盤であり、いったん被害が生じた場合は、速やかに復旧することが必要となる。
　　平成２８年度は、平成２７年に発生した災害にかかる被災箇所の全ての復旧事業の完了と、平成２８年に災害が発生した場合の速やかな復旧工事のために必要な予算を要求する。
（２）事業内容

１．災害復旧費（公共事業）
　災害により被災した公共土木施設を、国の補助を受け復旧する。

◯道路橋りょう災害復旧事業…土砂崩れにより道路が通行できなくなった場合などの、道路や橋にかかる被害の復旧。

◯河川災害復旧事業…大量の雨により河川の水量が増え堤防が壊れた場合などの、堤防や護岸の復旧。

◯砂防災害復旧事業…土石流を防ぐ砂防えん堤が壊れた場合などの、砂防設備の復旧。
２．災害復旧費（県単事業）

　　災害により被災した公共土木施設のうち、国の補助要件を満たさない場合に、県単独費により被災箇所を復旧する。

３．災害復旧調査費

　　被災した公共土木施設の復旧に際して、詳細な現地調査や適切な設計書の作成等を、必要に応じて専門知識を有した外部業者に委託して実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」により、公共土木施設の災害復旧事業費の２／３（０．６６７）を国が負担することと定められている。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	公共事業
	
	
	

	　道路橋りょう災害復旧事業
	1,512,880
	過年災1,215,782
	現年災　297,098

	　河川災害復旧事業
	667,976
	過年災  130,013
	現年災　537,963

	　砂防災害復旧事業
	126,552
	過年災   24,395
	現年災　102,157

	県単事業
	12,100
	道路災8,500/河川災1,200/砂防災2,400

	災害復旧調査費
	54,000
	現年災分　54,000

	合計
	2,373,508
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　災害により被災した公共土木施設（道路・河川・砂防設備）を災害発生後３年以内で復旧する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	H26年発生災害復旧率

(事業費)
	85%
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	100%
(H27見込)
	100%
（H28）
	100％


	H27年発生災害復旧率

(事業費)
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	85%
(H27見込)
	100%
（H29）
	85％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　過年度に発生した災害について引き続き復旧工事を行うとともに、平成２７年に発生した災害に対して復旧工事を実施した。

　※平成２７年発生災害

・地すべり（１月）　　・豪雨（４月）　　・降雪（５月）
・融雪（５月）　　　　・豪雨（６月）　　・台風１１号（７月）
　　・豪雨（７月）　　　　・豪雨（８月）　　・台風１８号（９月）

・豪雨（１０月）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　公共土木施設の早期復旧を推進することにより、県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインを確保している。

　なお、平成２６年発生災害については２８年度中の完了を目指し、平成２７年発生災害については、２７年度中の復旧率85％を目標にしている（事業費が多額で標準進度を適用できない１箇所を除く）。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインの確保のため必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　国の指針では災害発生後３年以内に復旧することを目標としているところ、ほとんどの箇所では２年以内に復旧を完了している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　複数の災害箇所に対する復旧工事を、まとめて一つの工事として発注することで諸経費を削減するなど、効率的な復旧事業の推進に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
（特になし）



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　公共土木施設の早期復旧を推進することにより、県民の生命・財産の安全及び物資運搬等のライフラインの確保に努める。


